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令和７年度 食関連企業経営意識調査（概要版） 
 

１  調査目的  
道内の食関連企業を取り巻く環境、経営状況などについて把握し、道内食関連産業の

振興施策等の効果的な展開に資すること 
 

２  調査内容 
食品製造業（飲料・たばこ・飼料製造業を含む）、食関連機械製造業、卸売業、小売業、

飲食サービス業の各区分における企業の業況や経営環境などの動向、課題、企業として
の取組を把握する 

（１）主な調査項目：➀業種 ②従業員規模 ③資本金規模 ④経営実績（令和７年７月～12月）と見通
し（令和８年１月～６月） ⑤設備投資 ⑥付加価値向上に向けた取組 ⑦市場の展

開状況 ⑧EC取引の取組状況 ⑨雇用状況 ⑩輸出の状況 ⑪環境配慮
型の経営に向けた取組 ⑫エネルギー・原材料価格高騰による影響 

（２）調査方法：道内食関連企業等に対し、北海道電子自治体共同システム「簡易申請機 
能」、電子メールなどにより調査票を送付し、協力を依頼 

（３）調査期間：令和8年2月～3月 
（４）回答企業数：送付企業数：1,075社 有効回答企業数：263社（有効回答率：24.5%） 

 

３  調査結果 
（１） 回答企業の業種構成： 

・食品製造業が全体の約半数（56.7%）、 

次いで農業・漁業（12.2%）、卸売業（9.1%）、 

飲食サービス業（8.0%）、小売業（7.2%）、 

食関連機械製造業（3.0%） 

 

 

（２） 経営実績（令和７年７月～12 月の経営実績）： 

・売上高の実績  

「横ばい」は 34.5%（前年度比 4.3ポイント増） 

「増加」は 39.5%（前年度比 4.5ポイント減） 

 

 

 

 

・経常利益の実績 

「減少」は 33.1%（前年度比 1.6ポイント増） 

「増加」は 33.5%（前年度比 0.6ポイント減） 
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（３）見通し（令和８年１月～６月における見通し）： 

・売上高の見通し： 

「横ばい」45.6%（前年度比 3.5ポイント減） 

「増加」35.4%（前年度比 0.5ポイント減） 

「減少」19.0%（前年度比 4.0ポイント増） 

 

 

 

 

・経常利益の見通し： 

「横ばい」50.4%（前年度比 1.1ポイント減） 

「増加」25.0%（前年度比 2.0ポイント減） 

「減少」24.6%（前年度比 3.1ポイント増） 

 

 

 

（４）付加価値向上に向けた取組 

・今後の付加価値向上に向けた取組は、「製造工程・技術」53.3%、「包装・デザイン」46.4% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）雇用状況 

・令和７年度の雇用実績は 

正規社員「横ばい」71.8%、 

非正規職員「横ばい」70.2% 
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・雇用状況の過不足感では、 

「適当」54.1%（前年度比 5.8ポイント増） 

「不足」42.1%（前年度比 5.7ポイント減） 
 

 

 

 

 

（６）輸出の状況 

・今年の輸出見込みは、 

「増やす」63.2% 

（前年度比 0.2ポイント減） 

「輸出の予定はない」9.8% 

（前年度比 5.8ポイント増） 

 

 

 

 

（７）環境配慮型の経営に向けた取組 

・環境に配慮した取組（廃棄物削減、ゼロカーボン等）の状況については、 

「行っている」66.9%（前年度比 12.9ポイント増） 

・現在取り組んでいる環境配慮事項としては、「食品ロス削減」67.6%、「地産地消」53.8% 

「省エネルギー対策」48.0% 
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（８）エネルギー・原材料価格高騰による影響 

・エネルギー・原材料価格高騰による経営への影響は、「大きく影響がある」55.7%、「影響がある」32.1%、

「多少影響がある」9.9% 

・「大きく影響がある」「影響がある」「多少影響がある」の回答者の中で、 

現状どの程度価格転嫁できているかについては、「５割未満」30.2%、「５割以上８割未満」27.1%、 

「必要だがまったく価格転嫁できていない」18.8% 

・「大きく影響がある」「影響がある」「多少影響がある」の回答者の中で、経営改善のための対応策につ

いては、「価格への（更なる）転嫁」が 71.3%、次いで「新商品開発、販路拡大等の売上増加策」が 48.4%、

「エネルギーコストの節約」が 46.9% 
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（９）企業からの主な意見・要望等 

区 分 内 容 

補助金に関する 

こと 

・書類作成の簡素化等による補助金活用の利便性向上。（食品製造業） 

・補助金など行政サポートとの接点の増加。（農業・漁業） 

・農福連携に対する支援・補助。（農業・漁業） 

・道外（特に関東、関西）で開催される大規模展示会への北海道ブー

スの設置、参加に係る費用の助成。（食品製造業） 

・海外展示会・海外商談会への出展に係る出展料や旅費の助成。 

（食品製造業） 

・海外展開向けの補助金、制度融資など資金面の支援。（食品製造業） 

・省エネやゼロカーボンなど、エネルギー対策の各種補助金・助成金

の拡大・継続。（食品製造業） 

輸出に関すること 
・輸出に関する基礎を体系的に学べる勉強会・研修の開催。（食品製

造業） 

人手不足に関する

こと 

・地方の製造業は輸送コストや人件費の上昇、人材の確保が難しい

など危機的状況。まずは現状を把握してほしい。（食品製造業） 

エネルギーに関す

ること 

・エネルギー価格対策と将来のエネルギー問題の具体的な検討策の

提示。（その他） 

物流に関すること 

・輸送業界の改善とルートの確保。（パン・菓子） 

・北海道の原料農産物を北海道の保管だけでなく、消費地に品質保

全型備蓄倉庫を設置し、保管してほしい。（卸売業） 

その他 

・国産原料の生産支援と農業連携の強化。（食品製造業） 

・輸入原料及び生産設備に対する支援の拡充。（食品製造業） 

・道内に小規模加工できる加工施設(特に一次加工)が少ないため、

道外で加工し在庫を道内に戻す(もしくは道外倉庫に保管)といっ

たことも少なくない。（卸売業） 

・地域の素晴らしい商品がロット不足により地域でしか販売できな

い等、悩ましさを感じる。（農業・漁業） 

・食品化学系研究機関の地域窓口の公官庁への設置。（飲食サービス

業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


